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〇 社会問題となっているインターネット上の誹謗中傷に対応するため、総務省において、
2020年９月に「政策パッケージ」を公表。

①「インターネットトラブル事例集（2020年版）追補版」を作成・
公表し、全国の総合通信局等や教育委員会等を通じて子育
てや教育の現場へ周知【2020年９月公表・周知済】

②「e-ネットキャラバン」の講座内容にインターネット上の誹謗
中傷に関するものを追加【2020年９月実施済】

③「#NoHeartNoSNS 特設サイト」（主催：総務省・法務省人権擁護
局・（一社）ソーシャルメディア利用環境整備機構）の拡充等により、
社会全体における情報モラルやICTリテラシーが高まるよう
にするための取組を強化【継続的に実施中】

１．ユーザに対する情報モラル及び
ICTリテラシーの向上のための啓発活動

①電話番号を開示対象に追加する省令改正の実施を踏まえ、
弁護士会照会に応じて電話番号に紐付く氏名・住所を回答可
能である旨をガイドラインで明確化【2020年11月実施済】

②新たな裁判手続の創設や特定の通信ログの早期保全のため
の方策について、法改正を実施【2021年４月成立】

③開示対象となるログイン時情報を明確化するため、法改正を
実施【2021年４月成立】

④要件該当性の判断に資する民間相談機関の設置やガイドライ
ンの充実に関する民間の取組を支援【2021年４月ガイドライン公
表】

３．発信者情報開示に関する取組

①実務者検討会を開催し、法務省人権擁護機関からの削除
依頼に対する事業者の円滑な対応を促進【定期的に開催中】

②事業者及び事業者団体との意見交換を通じ、誹謗中傷対
策の実施や有効性の検討を働きかけ【継続的に実施中】

③自主的な取組の報告等により、事業者による透明性・アカ
ウンタビリティ確保方策を促進し、取組の状況把握や評価
方法の検討を実施【PF研等の場を通じ継続的に実施】

④国際的な制度枠組みや対応状況を注視し、国際的な対話
を深化【継続的に実施中】

２．プラットフォーム事業者の自主的取組の支援
と透明性・アカウンタビリティの向上

①違法・有害情報相談センターについて、相談員の増員等に
よる体制強化を図るとともに、相談件数・内容の分析を実施
【2021年度から実施中】

②相談内容に応じて相談機関間で紹介を行うなど、他の相談

機関との連携対応を充実【継続的に実施中】

③複数の相談窓口の特徴やメリットを記載した案内図の作成
など、ユーザにとって分かりやすい相談窓口の案内を実施
【2020年12月公表済】

４．相談対応の充実に向けた連携と体制整備

「インターネット上の誹謗中傷への対応に関する政策パッケージ」の概要 1



○ 子育てや教育の現場での保護者や教職員の活用に資するため、インターネットに係るトラブル事例
の予防法等をまとめた「インターネットトラブル事例集」を2009年度より毎年更新・作成し公表。

○ 2020年版の追補版から、「SNS等での誹謗中傷による慰謝料請求」を追加。

インターネットトラブル事例集の活用方法
学校の授業、教職員研修、保護者会、相談窓口での相談対応、住民への啓発（広報誌掲載）等、様々な方法で活
用可能。 総務省のホームページからダウンロード可能。

検索総務省 トラブル事例集 「上手にネットと付き合おう！～安心・安全なインターネット利用ガイド～」
https://www.soumu.go.jp/use_the_internet_wisely/trouble/

インターネットトラブル事例集（2021年版）

2021年版では、SNS等での誹謗中傷に関するトラブル事例に加え、誹謗中傷を受けた場合に
相談できる窓口のフローチャートを掲載。

インターネットトラブル事例集 2１-①
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検索

（参考）インターネットトラブル事例集 3
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e-ネットキャラバン

○ 子どもたちのインターネットの安全な利用に係る普及啓発を目的に、児童・生徒、保護者・教職員等に対する
学校等の現場での無料の「出前講座」を全国で開催。

＊実施主体：一般財団法人マルチメディア振興センター（FMMC）

○ 2020年度は、1,208件の講座を実施し、約14万人が受講。（2019年度：2,660件の講座を実施し、約52万人が
受講。2006年度開始以来の実績：23,791件、のべ約382万人）

協力団体 通信事業者等の民間企業（486社）、公益法人等（20団体）、
政府（総務省及び文部科学省）、自治体（59団体）、その他
（61団体）

対象者 小学生（小３～小６）、中学生、高校生、保護者、教職員等

ネット依存、ネットいじめ（誹謗中傷含む）、
不確かな情報の拡散、ネット誘引（誘い出し・なりすまし）、
ネット詐欺、著作権の侵害等のトラブル事例を用いて、
予防策等を啓発。

＊企業等が講師を派遣。（認定講師数：5,452名）

講座内容

e-ﾈｯﾄｷｬﾗﾊﾞﾝ講座実施の様子（2022年１月末時点）

受講方法 従来は集合形式のみだったが、受講方法の選択肢を拡大。2020年

11月にFMMCが報道発表。同年12月に総務省・文部科学省の連名
で全国に周知文書を発出。
＊校内の放送設備やWeb会議システムを利用した講座、
リモート講座、ビデオオンデマンド講座。
（2020年度は195件実施）
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#NoHeartNoSNS

○ 2020年7月、総務省、法務省人権擁護局、（一社）ソーシャルメディア利用環境整備機構（SMAJ）が共同し、
SNSのより良い利用環境実現に向けたスローガン「#NoHeartNoSNS～ハートがなけりゃSNSじゃない！～」を
公表。あわせて、SNSで悩んでしまった際に役立ててもらうための特設サイトを開設し、周知を実施。

○ 2020年12月には新たに電気通信事業者団体等（７団体）が協力団体として、2021年2月には（一社）セー
ファーインターネット協会（SIA）が主催団体として参加。

○ 総務省では、「#NoHeartNoSNS」を旗印として、様々な啓発活動を実施中。

6１-③

ブロック：相手との
繋がりを断つ機能

ミュート：相手に知
られずに投稿を非
表示にできる機能

URL ：https://no-heart-no-sns.smaj.or.jp/



政府広報室との連携 7１-③

○ インターネット上の誹謗中傷に関する啓発動画及び記事「SNSの誹謗中傷あなたが奪うもの、失
うもの～#NoHeartNoSNS(ハートがなけりゃSNSじゃない！)～」を作成・公表（2020年11月16日公開）。
○ 政府広報ラジオ番組「柴田阿弥とオテンキのりのジャパン5.0」の中で、インターネット上の誹謗中傷に
ついて全国放送（2020年12月27日・28日放送）。

○ 視覚障害者等向けの音声広報CD「明日への声」及び点字・大活字広報誌「ふれあいらしんばん」の
中で、インターネット上の誹謗中傷に関する内容を取り上げ、作成・公表（2021年１月15日発行） 。
○ これら取組については、全国の総合通信局等を通じて、継続的に自治体等へ周知。

≪政府インターネットテレビ≫

≪政府広報ラジオ≫ ≪視覚障害者等向け政府広報≫

【公開から約23万回再生※】

【公開から約20万回アクセス※】 【各視覚障害者団体、地方公共団体等に配布】【全国放送】

≪暮らしに役立つ情報≫

※ 2022年１月末時点



○ 2021年12月28日、「#NoHeartNoSNS（ハートがなけりゃSNSじゃない！）」をスローガンとするインターネット上
の誹謗中傷対策の一環として、人気キャラクター『秘密結社鷹の爪』とコラボした「鷹の爪団の#NoHeartNoSNS
大作戦」特設サイトを開設。パソコンだけでなくスマートフォンにも対応。

〇 誰もが平和に暮らせる社会を作るため、世界征服を目指す悪の秘密結社「鷹の爪団」と、愛と平和に満ちた
安心・安全なSNSライフの伝道師「ハートきゅん」（オリジナルキャラクター）がコラボした全４話のアニメーション
動画、漫画、パンフレットデータ等を掲載。

鷹の爪団の#NoHeartNoSNS大作戦

≪パンフレット≫≪全４話のアニメーション（総務省Youtubeチャンネルで公開中）≫

「鷹の爪団の#NoHeartNoSNS大作戦」特設サイト
https://www.soumu.go.jp/use_the_internet_wisely/special/noheartnosns/

8１-③
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「鷹の爪団の#NoHeartNoSNS大作戦」の周知

○ 広告配信

・令和４年１月１日～３月10日の間、Twitter・YouTubeにて広告を配信

○ 総務省の周知広報

・総務省の公式Twitter（総務省・ICTツイート）、公式Facebookにて
継続的に周知

・総務省広報誌（令和４年２月号）に掲載 ※全国の都道府県・市区町村等に対して発行

・総務省内に設置された電子パネルにメインビジュアルを表示

○ 関係省庁・関係団体と連携した周知広報

・全国の総合通信局・総合通信事務所：
管内のe-ネットキャラバン主催者、講師及び受講者に周知、
管内会議・イベントにて資料やパンフレット配布、SNSでの投稿、
スポーツ試合での動画放映

・関係団体・事業者：
ホームページにリンク掲載、SNSでの投稿、会員向けに情報発信

○ 「鷹の爪団の#NoHeartNoSNS大作戦」のコンテンツについては、総務省の広報ツール活用、広告配信、
大型ビジョンでの動画放映、関係省庁・関係団体と連携したSNS投稿など、様々なチャネルを活用して周知
を実施。

9

○ 都内の大型ビジョンでの動画放映

・令和４年２月11日～17日の間、新宿南口エリアの大型ビジョンにて動画を放映
（今後も実施予定）

＜広告配信＞

＜総務省公式Twitterでの投稿＞

＜大型ビジョンでの動画放映＞
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通信事業者や法務省との実務者検討会の開催状況

○ 令和２年９月の「政策パッケージ」公表後、インターネット上の誹謗中傷への円滑な対応を図ることを目的として、
実務者検討会を合計６回開催（第９回会合まで開催）。

【参加者】
グーグル合同会社、ツイッター ジャパン株式会社、ByteDance株式会社※、

フェイスブック ジャパン株式会社、ヤフー株式会社、LINE株式会社、
（一社）日本インターネットプロバイダー協会、（一社）電気通信事業者協会、（一社）テレコムサービス協会、
（一社）日本ケーブルテレビ連盟、違法・有害情報相談センター、総務省、法務省

【日時・議題】
第４回 令和２年９月15日

→ インターネット上の誹謗中傷への対応に関する政策パッケージについて
令和元年におけるインターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について

第５回 令和２年11月20日
→ インターネット上の人権侵害情報に対する法務省の人権擁護機関による削除依頼の現状と課題について

第６回 令和３年２月17日
→ インターネット上の誹謗中傷に対する削除に向けた取組の促進について

違法・有害情報相談センターにおける相談件数及び法務省人権擁護機関からの削除要請件数に関する状況分析について
第７回 令和３年８月27日

→ 違法・有害情報相談センターの相談実績、法務省人権擁護機関による削除要請の実績、誹謗中傷ホットラインの運用実績について、
トラステッドフラッガーの取組について

第８回 令和４年１月20日
→ 「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会 中間取りまとめ」について

第９回 令和４年２月15日
→ 違法・有害情報相談センターにおける相談件数及び法務省人権擁護機関からの削除要請件数に関する状況分析について

通信関連事業者との意見交換

※ ByteDance株式会社は第５回会合から参加

インターネット上の人権侵害に関する書き込みへの円滑な対応を可能とするため、平成30年10月より、
法務省とともに、大手海外事業者や業界団体等の通信関連事業者との意見交換の場となる実務者
検討会を継続的に開催。

10２-①



国際的な対話の深化

○ 令和４年２月３日（水）、第27回日EU・ICT政策対話を実施。

➢ 日本側からは、「インターネット上の誹謗中傷（Online Harassment）」及び「フェイ
クニュース（“Fake news” & disinformation）」に関する政策動向について説明。

➢ EU側からは、Digital Services Act(DSA: デジタルサービス法)及びDigital Market 
Act(DMA: デジタル市場法)について紹介があった。

日EU・ICT政策対話

誹謗中傷を始めとしたインターネット上の違法・有害情報対策に関する国際的な制度枠組みや対応
状況を注視し、対応方針について国際的な調和（ハーモナイゼーション）を図るため、国際的な対話を
深化させる。

11２-④

○ 令和３年11月11日（木）、第12回インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話

（政府間会合）を実施。

➢ 日本側からは、「インターネット上の誹謗中傷（Online Harassment）」に関する政策
動向を説明。

➢ 米国側とインターネット上の違法・有害情報対策についての問題意識を共有した。

インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話



プロバイダ責任制限法の一部を改正する法律（概要）（令和3年４月28日公布）

１. 新たな裁判手続の創設

インターネット上の誹謗中傷などによる権利侵害についてより円滑に被害者救済を図るため、発信者情
報開示について新たな裁判手続（非訟手続※）を創設するなどの制度的見直しを行う。

２. 開示請求を行うことができる範囲の見直し

現行の手続では発信者の特定のため、２回の裁判手続※

を経ることが一般的に必要。
※SNS事業者等からの開示と通信事業者等からの開示

【改正事項】

•発信者情報の開示を一つの手続で行うことを可能とする
「新たな裁判手続」(非訟手続)を創設する。

•裁判所による開示命令までの間、必要とされる通信記録
の保全に資するため、提供命令及び消去禁止命令※を
設ける。 ※侵害投稿通信等に係るログの保全を命令

•裁判管轄など裁判手続に必要となる事項を定める。
※新たな非訟手続では米国企業に対してEMS等で申立書の送付が可能

新たな裁判手続（非訟）

損害賠償請求（訴訟）

現行

SNSなどのログイン型サービス等において、投稿時の通
信記録が保存されない場合には、発信者の特定をする
ためにログイン時の情報の開示が必要。

【改正事項】
• 発信者の特定に必要となる場合には、ログイン時の
情報の開示が可能となるよう、開示請求を行うこと
ができる範囲等について改正を行う。

ID/パスワードを入力し、アカウントに
ログインした上で投稿などを行うサービス

記
録
な
し

ログイン

発信者

〈ログイン型サービスのイメージ〉

匿名の
書き込み

開示

開示

開示

（発信者の氏名・住所）

（発信者の氏名・住所等）

SNS
記
録
あ
り

（発信者の通信記録）

被害者
被害者

SNS事業者等

通信事業者等

※訴訟以外の裁判手続。訴訟手続に比べて手続が簡易であるため、事件の迅速処理が可能とされる。

SNS事業者等

発信者 発信者

通信事業者等

損害賠償請求（訴訟）

①

②
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開示命令
提供命令

３. その他

【改正事項】
• 開示請求を受けた事業者が発信者
に対して行う意見照会※において、
発信者が開示に応じない場合は、
「その理由」も併せて照会する。
※新たな裁判手続及び現行手続
(訴訟手続及び任意開示)の場合

（施行日：公布の日から起算して一年六月を
超えない範囲内において政令で定める日）



裁判外（任意）開示の促進について

第４章 裁判外（任意）開示の促進

・・・裁判外での開示が円滑になされるために、中間とりまとめにおいて記載した民間相談機関の
充実や裁判事例のガイドラインへの集積といった方策が民間主導※で進められ 、総務省としてもそ
れらの取組を支援していくことが適当である。

※ 民間の取組としては、例えば、事業者団体や権利者団体等で構成する「プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会」
が以前よりプロバイダ責任制限法に関する各種ガイドラインの策定・運用を行っている。また、一般社団法人セーファーイン
ターネット協会において、任意開示の促進に向けた施策の検討を行うために、専門家で構成される「権利侵害投稿等の対応
に関する検討会」が設置され、①民間における相談機関の充実に向けた取組の検討、②誹謗中傷に関する発信者情報開示
の要件該当性の判断に資する裁判例をガイドラインに集積していく取組の検討が進められている。

令和３年４月５日、（一社）セーファーインターネット協会において、
権利侵害明白性ガイドラインを公表するとともに、当該ガイドラインに関する相談を受け付けるため、
権利侵害明白性ガイドライン相談窓口を設置。

「発信者情報開示の在り方に関する研究会 最終とりまとめ（令和２年12月）」（抜粋）

権利侵害明白性
ガイドライン

（初版：令和３年4月）

➢ 名誉権及び名誉感情の侵害を対象とし、プロバイダにとって比較的容易に判
断できる類型について、裁判外（任意）開示に関する考え方を明確化。

➢ 発信者情報開示に関する判例を集積。

３-④



○ インターネット上に流通した情報による被害に関係する一般利用者などからの相談を受け付け、具体的
な削除要請の方法等について的確なアドバイス等を行う「違法・有害情報相談センター」を平成21年度より
総務省事業として設置・運営。
○ 令和３年度より、相談員の増員等による体制強化を図るとともに、相談件数・内容の更なる分析を実施。

違法・有害情報相談センターと他機関との連携強化

○違法・有害情報相談センターでは、インターネット上の人権侵害等に関する被害者救済を図るため、
他の相談機関との連携強化を実施。

違法・有害情報相談センター

相談

相談者
・一般のインター
ネット利用者 等

インターネット上で
誹謗中傷されている

投稿を削除したい

削除依頼方法等を
アドバイス

法務アドバイザー
相談フォーム（https://www.ihaho.jp/）
から相談を受け付け、メールにてアドバ
イスを行う。

相談対応に
関する助言

・セーフライン
・誹謗中傷ホットライン

法務局 警察
等

群馬県

14４-①、②

https://www.ihaho.jp/


複数の相談窓口の連携強化 15４-②、③

○ インターネット上の誹謗中傷に関する複数
の相談窓口（※）に関する相談窓口の案内図
を作成

○ 相談窓口の周知広報

・総務省（新型コロナウイルス関連情報ページ含む）、法務
省のホームページにおける周知広報

・「インターネットトラブル事例集（2021年版）」に掲載

・ e-ネットキャラバンの相談窓口に関する参考資料に追加

・#NoHeartNoSNS特設サイトにおける掲載

・内閣府政府広報室と連携した周知広報（※）

（※）政府広報室「暮らしに役立つ情報」に掲載

・「鷹の爪団の#NoHeartNoSNS大作戦」コンテンツに掲載

・全国の総合通信局等と連携した周知広報

・関係団体（※）と連携した周知広報

等

（※）通信事業者関連では、（一社）安心ネットづくり促進協議会、（一社）全
国携帯電話販売代理店協会、全国高等学校PTA連合会、（一社）ソー
シャルメディア利用環境整備機構、（一社）テレコムサービス協会、（一
社）電気通信事業者協会、（一財）マルチメディア振興センター等

その他、アスリートへの写真・動画による性的ハラスメントへの対応として、
（公財）日本オリンピック協会、 （公財）日本スポーツ協会、 （公財）日本
障がい者スポーツ協会、（一社）一般社団法人大学スポーツ協会、（公
財）全国高等学校体育連盟、（公財）日本中学校体育連盟、（独法）日
本スポーツ振興センター

（※）「違法・有害情報センター」（総務省）、「人権相談」（法務省）、「誹謗中
傷ホットライン（セーファーインターネット協会）」


